
（3）市町村財政比較分析表(普通会計決算) 兵庫県尼崎市平成23年度
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当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※平成24年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政力指数 [0.83]
類似団体内順位

11/41
全国平均

0.51
兵庫県平均

0.62

財政力指数の分析欄

　財政力指数は平成17年度以降、個人市民税や法人市民税を中心とした
税収の増により、上昇傾向にあったが、世界的な経済不況の影響等によ
り、平成21年度以降は減少傾向となっている。今後もなお厳しい状況が見
込まれることから、より一層税源の涵養に向けて取り組んでいく。
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [93.8%]
類似団体内順位
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経常収支比率の分析欄

　公債費が増となったものの、人件費及び扶助費が減となったことなどによ
り、前年度から1.7ポイントの改善となった。
　しかし、依然として極めて硬直化した財政構造になっており、今後も、扶助
費や公債費は高い水準で推移することが予測されることから、構造改善に
向けた取組を更に推し進めることにより身の丈に合った財政運営を行い、
引き続き数値の改善に努めていく。
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [97,212円]
類似団体内順位
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人口1人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄

　全国平均、兵庫県平均よりも低額となっていることに加え、類似団体との
比較においても下回ることとなった。これまでから定数削減や給与等の抑制
を行ってきたことによるものである。今後においても更なる給与水準の適正
化に努めるとともに、事務事業の見直しやアウトソーシングなどによる執行
体制の見直しにより、更なる定数削減等に努めていく。
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給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [107.4]
類似団体内順位
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ラスパイレス指数の分析欄

　国家公務員の時限的な給与改定特例法による措置を勘案すると平成24年度4月
1日現在のラスパイレス指数は107.4となり、この措置がない場合の参考値につい
ては99.3となっている。
　本市の厳しい財政状況等を勘案し、平成14年度以降、本市独自の取組として、
継続して給与削減措置を実施している。平成20年度から平成22年度までは地域
手当の削減措置（△20％～85％）を実施していたが、平成23年度及び平成24年度
は給与の削減措置（給料△１～８％、期末・勤勉手当△18～25％）を実施してお
り、加えて、初任給基準の引下げや、昇格資格基準年数の見直し等により、給与
水準の適正化に努めてきたことなどにより、平成23年度にはラスパイレス指数が
100を下回った。また、平成24年度の参考値では99.3と100を下回っている。
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [5.87人]
類似団体内順位
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人口千人当たり職員数の分析欄

　減少傾向で推移しており、平成19年度からは類似団体平均より少なくなっ
ている。平成20年度から5年間を計画期間とした『“あまがさき”行財政構造
改革推進プラン』において職員定数の削減に取り組んでいる。今後も、事務
事業の見直しを行うとともに、地域団体や民間事業者など多様なサービス
の提供主体の活用等を図ることで、定員の適正な管理に努めていく。

(人)

10.00

9.00

8.00

7.00

6.00

5.00

4.00

8.40

4.82

6.30
6.326.406.486.63

H23H22H21H20H19

5.875.915.976.13
6.34

公債費負担の状況

実質公債費比率 [12.4%]
類似団体内順位
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実質公債費比率の分析欄

　土地開発公社経営健全化に伴う市債の元金償還の増など、分子となる公
債費が増となったことなどにより、前年度から0.5ポイントの悪化となった。今
後も、土地開発公社の経営健全化に係る取組や、これまでの収支不足へ
の対応として講じてきた退職手当債、また学校施設耐震化などに伴う市債
発行などにより、当面、公債費は高い水準で推移することが見込まれるた
め、その動向に十分留意し、公債費の適切な管理に努めていく。

(%)

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

19.4

△ 0.6

9.29.810.1

10.510.5

H23H22H21H20H19

12.4
11.9

10.5

10.410.1

将来負担の状況

将来負担比率 [166.8%]
類似団体内順位
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将来負担比率の分析欄

　地方債残高の減や、職員定数削減による退職手当の負担見込額の減な
どにより、前年度から16.2ポイントの改善となった。しかし、震災復興などに
より多額の市債を発行したことによる市債残高や、土地開発公社が抱えて
きた長期保有地にかかる負債が大きいことなどにより、類似団体と比較して
高い数値となっており、引き続き、計画的な負債の縮減に努めていく。
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